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研究要旨 

本研究では、歯科技工に関する需給分析を行う観点から、社会医療診療行為別調査/統計

等の各種データを用いて、ブリッジ（BR）、有床義歯－少数歯欠損（PD_S）、有床義歯－多数

歯欠損（PD_L）および有床義歯－総義歯（FD）の各義歯について、2005～2015 年における装

着数の推移を年齢階級別に把握するとともに、これらの将来推計を行った。併せて、就業歯

科技工士数の将来推計をし、義歯の将来推計により得られた結果とともに考察した。 

この結果、各義歯の装着数全体としては、いずれも減少していたが、2009～2011 年頃を

起点とした場合の 2015年までの推移をみると、BRと PD_S に関しては増加傾向を示し、PD_L

では漸増傾向に、FD に関しては漸減傾向にあった。また、人口千対での各義歯装着数に関

して 65歳以上に限りみた場合、FDに関しては漸減傾向にあるものの、その他の義歯では横

ばい傾向を示していた。 

義歯の将来推計については、装着数全体では、2025 年までは横ばい傾向であるが、2030

年から漸減傾向になることが示された。また、就業歯科技工士数については、2024 年には

28,153 人になることが推計され、直近値である 2014 年の 34,495 人に比べると、約 6 千人

の減少が見込まれることが予測された。 

すなわち今回の結果からは、2025 年頃までは新規に作製される義歯数は現在と大きく変

わらないことが予測される一方で、就業歯科技工士数については大幅に減少する可能性が

示唆された。昨今の歯科技工士の供給状況については、若年層の就業歯科技工士割合の減少

や、歯科技工士学校養成所における定員割れ等の課題が表出しており、本研究での推計以上

に更に減少傾向に転じる可能性も考えられ、より詳細な現状把握を行う必要がある。 

 

※ 社会医療診療行為別調査は 2014 年まで抽出調査として行われてきたが、2015 年から集計対象全てがレセプ
ト情報・特定健診等情報データベース（National Data Base: NDB）に蓄積されたレセプトになったことに伴
い、社会医療診療行為別調査から社会医療診療行為別統計に改称された。本稿ではこれらをまとめて記す際に
は、「社会医療診療行為別調査/統計」とする。 
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Ａ．研究目的 

本研究班では、歯科衛生士および歯科技工士の安定供給に関する方策等の検討を進めているが、

この際に歯科技工士に関しては、補綴物等の需要を把握することは重要である。とりわけ、補綴

物等の装着量については、歯科疾患量や人口構造の変化等の影響を強く受けると考えられること

から、その動向の定量的評価が求められる。 

高齢者の口腔状況は、8020達成者割合（75歳から 84歳における 20歯以上保有者率）の増加等

に代表されるように、大きく改善されていることが報告されている 1）。しかしその一方で、8020

達成者は割合としては増加しているものの、近年の高齢者人口の増加に伴い、人口ベースでみた

場合には、8020 達成者数だけではなく 8020 非達成者数についても増加していることが推測され

る 2）。最近では、現在歯数が少ない場合であっても義歯を装着し、咀嚼能力を回復することによ

る健康への好影響に関する報告 3-6）が散見されることから、このような 8020非達成者等に対して

も、義歯等を中心とした歯科医療サービスの提供が可及的に求められる。特に、今後も高齢者数

が増加することが推計 7）されている現状において、医療保険制度における歯科診療行為の中でも

補綴治療の占める割合が高いこと 8）を踏まえても、新たに作製され患者の口腔内に装着された義

歯数の動態を把握する必要がある。 

これを知る資料として社会医療診療行為別調査/統計がある 8-10）。本統計調査は、医療保険制度

における医療の給付の受給者に係る診療行為の内容等を明らかにすることを目的として毎年行わ

れており、保険診療で作製された義歯の装着数が 5 歳刻みの年齢階級別に報告されている。歯科

疾患実態調査においても義歯に関する情報が報告され、調査時点で使用されている義歯の数を推

計できるが、新たに作製し装着された義歯の数を知ることはできない。その点、社会医療診療行

為別調査/統計では、例年調査が行われる 6 月審査分における義歯等の装着数について、2014 年

までは調査サンプルで得られた数値を全国推計した値として、2015年からは NDBデータの全数の

数値を知ることができる。 

本研究の目的は、補綴物等の需要について、医療保険制度で作製されるブリッジ（架橋義歯）

や有床義歯等の欠損補綴（以下、「義歯」とする。）を対象として、社会医療診療行為別調査/統計

等の各種データを用いて、過去 11 年間（2005～2015年）における義歯の装着数の推移を年齢階級

別に把握するとともに、この将来推計を行うことである。また、就業歯科技工士数の将来推計に

ついても、青山ら 11）の方法に基づき分析を行い、義歯の将来推計により得られた結果とともに考

察することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．データソース 

(1)社会医療診療行為別調査/統計 8） 

2005（平成 17）年から 2014（平成 26）年までの社会医療診療行為別調査と 2015（平成 27）年

の社会医療診療行為別統計の公表データにおいて、歯科診療行為に関して、件数・回数・診療行

為・年齢階級別等に細分類（2005年は基本分類）がなされている統計表を用いた。これらの統計

表の中から、ブリッジ（5歯以下、6歯以上およびその他ブリッジ〔2013年以前のみ〕）、有床義歯
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少数歯欠損、有床義歯多数歯欠損および有床義歯総義歯について、各年毎の年齢階級別での「装

着」に関する回数の数値を収集した。併せて、各年毎の年齢階級別における有床義歯内面適合法

（2009 年以前は床裏装）の各義歯の回数の数値を収集した。これは、今回の研究では、新規作製

による義歯の装着数の状況をみることを主眼としており、分析の際は、各義歯の装着回数から内

面適合法の回数を減ずる必要性があるためである。 

なお、社会医療診療行為別調査/統計の対象は、6月審査分として審査決定された医療保険制度

のレセプトのうち、2014年までは社会医療診療行為別調査として層化無作為二段抽出法により抽

出されたものを調査客体とし、2015 年からは社会医療診療行為別統計として NDBに蓄積されたも

の全てとしている。このため、統計表における数値は、2014年までの社会医療診療行為別調査に

おいては全国推計値となっており、2015年の社会医療診療行為別統計では全数となっている。ま

た、社会医療診療行為別調査/統計の統計表は、2005 年から年齢階級別の情報が公開されるように

なり、欠損補綴治療のように年齢特異性の高い歯科診療行為では、より多くの情報が得られるよ

うになった。以上のことから、本研究では 2005 年から 2015年までのデータを分析の対象とした。 

 

(2)人口関連データ（人口推計 12）、将来推計人口 7）） 

人口推計のデータについては、社会医療診療行為別調査/統計の分析に用いるデータと同年の

2005年から 2015 年までの 6月 1日現在における年齢階級別（5歳区分）にみた数値を用いた。 

将来推計人口のデータについては、国立社会保障・人口問題研究所により報告された日本の将

来推計人口（平成 24 年 1月推計〔出生中位/死亡中位推計〕）における 2020年から 2040 年までの

年齢階級別（5歳区分）にみた数値を用いた。 

 

(3)現在歯数関連データ（歯科疾患実態調査 1）、安藤による分析報告 10）） 

2005年および 2011年の歯科疾患実態調査の結果から、年齢階級別（5歳区分）での一人平均現

在歯数のデータを用いた。 

また、2015 年から 2040 年までの一人平均現在歯数の予測値のデータについては、安藤による

分析報告 10）の結果を用いた。なお、安藤による分析では、2016年から 5年毎での一人平均現在歯

数の予測値を算出しているが、本研究では、これらの年号から 1 を減じた年号として読み替えて

データを使用した。 

 

(4)就業歯科技工士数データ（衛生行政報告例 13）） 

就業歯科技工士数のデータについては、2000年、2002 年、2004 年、2010 年、2012年および 2014

年における衛生行政報告例（隔年報）の年齢階級別（5歳区分）にみた数値を用いた。 

 

２．分析方法 

(1)義歯装着数の推移 

本研究では義歯に関して、ブリッジ（BR）、有床義歯－少数歯欠損（PD_S）、有床義歯－多数歯

欠損（PD_L）および有床義歯－総義歯（FD）の 4 つに分類し、新規に作製され、患者に装着され
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た各々の義歯数の動態を把握することを趣旨としている。このため、社会医療診療行為別調査/統

計の統計表から前述した数値を収集後、分析に先立ち、BRに関しては、5歯以下・6歯以上等の装

着の回数の和を算出し、有床義歯に関しては、有床義歯少数歯欠損、有床義歯多数歯欠損および

有床義歯総義歯の装着の回数から、各々の有床義歯に該当する内面適合法等の回数を減じて、新

規作製の有床義歯の装着数としての数値を算出した。これらの処理の後に、以下の分析を行った。 

まず、BR、PD_S、PD_Lおよび FD の各義歯装着数の全体の推移の確認を行い、次に、年齢階級別

の各義歯装着数の推移をみた。さらに、各義歯装着数について、高齢者数の増加等の人口構造の

変化の影響を除外し、その動態を把握する観点から、各年の年齢階級別の各義歯装着数を当該区

分に該当するそれぞれの人口推計のデータを用いて、人口千対での義歯装着数を算出し、その推

移をみた。 

 

(2)義歯装着数の将来予測 

義歯装着数の将来予測を検討するため、今回、「一人平均現在歯数が増加することにより、義歯

の装着数も減少する」と仮定し、2005 年・2011 年歯科疾患実態調査結果と同年での BR、PD_S、

PD_Lおよび FDの各義歯装着数のデータを用いて、単回帰分析により、一人平均現在歯数（x）と

義歯装着数（y）との関係を分析した。この分析結果から、FDのみ回帰式を採用することとし、安

藤の分析報告 10）による一人平均現在歯数の将来予測値をこの式に代入し、FD の装着数の将来予

測値を算出した。なお、BR、PD_Sおよび PD_L に関しては、直近公表値である 2015 年の年齢階級

別（5歳区分）での装着数のデータに、将来推計人口を乗じて、装着回数の予測値を算出した。 

 

(3)就業歯科技工士数の将来予測 

就業歯科技工士数の将来予測については、衛生行政報告例のデータを用いて、青山ら 11）の方法

に基づき分析を行った。まず、就業歯科技工士の 10年後の継続就業率を算出するため、2000年、

2002年および 2004年の年齢階級別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2010 年、2012年およ

び 2014 年での 10 歳上の階級の数値と比べ、前者の数値を 100 として比率を算出した。これによ

り得られた 3組の年齢階級別での平均値を算出し、直近値である 2014年の年齢階級別の就業歯科

技工士数に乗じることにより、2024 年の就業歯科技工士数の推計値を算出した。なお、29歳以下

の数値については、2014年と同数を使用し、60～64歳については 30%、65歳以上は 10%を乗じた。 

併せて参考値として、2025 年の各義歯の装着数を、2024年の就業歯科技工士数で除すことによ

り、一人平均義歯作製数を算出した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．過去 11年間における義歯装着数の推移 

図 1に、2005 年から 2015年までの 1ヶ月間における各義歯装着数の推移を示す。BRと PD_Sに

関しては、2009 年までは減少傾向にあったが、2010 年に一旦増加し、2011 年にはまた減少した

が、それ以降は増加傾向を示していた。PD_L に関しては 2009 年までは減少傾向を示し、それ以降

は漸増傾向となっていた。また、FDに関しては、2008 年までは増加傾向にあり、2009 年に減少に
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転じ、それ以降は漸減傾向を示していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 各義歯の装着数の推移 

 

図 2は、2005 年から 2015 年までの 1ヶ月間における各義歯装着数の推移について、年齢 30歳

以上から年齢階級別にみたものである。各義歯での年齢階級毎の傾向をみると、特に高齢層にお

いて著明な増減傾向を示したのは、BR（図 2-A）での 80～84 歳、PD_S（図 2-B）での 80 歳以上、

PD_L（図 2-C）での 85歳以上で増加傾向を示しており、他方で、FD（図 2-D）での 65～84歳では

減少傾向を示していた。なお、各義歯数のピーク年齢について、直近値である 2015 年においては、

BR は 65～69 歳、PD_Sは 70～74歳、PD_L は 75～79 歳、FD は 85 歳以上となっており、義歯の大

きさに伴い、その装着数のピークが高年齢にシフトしていることが認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 年齢階級別にみた BR（A）、PD_S（B）、PD_L（C）、FD（D）の装着数の推移（2005年～2015年） 
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図 3 は、2005 年から 2015 年までの 1 ヶ月間における各義歯装着数の推移を人口千対にて、年

齢 65歳以上から 10歳区分の年齢階級別にみたものである。各義歯での傾向をみると、FD（図 3-

D）においては全体的に漸減傾向を示していたが、BR（図 3-A）、PD_S（図 3-B）および PD_L（図 3-

C）では著明な増減傾向はみられず横ばい傾向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 年齢階級別にみた BR（A）、PD_S（B）、PD_L（C）、FD（D）の装着数（人口千対）の推移（2005年～2015年） 

 

 

２．義歯装着数の将来予測 

図 4に、一人平均現在歯数と義歯装着数との関係について示す。一人平均現在歯数（x）と義歯

装着数（y）との関係について、単回帰分析をしたところ、FDでは、y=-0.3323x + 8.5719（R2=0.771）

という回帰式が得られた（図 4）。一方、BRは、y=0.1881x - 0.3604（R2=0.4445）、PD_S は、y=-

0.1522x + 2.9624（R2=0.133）、PD_L は y=-0.0606x + 3.7708（R2=0.079）であった。このため、

「一人平均現在歯数が増加することにより、義歯の装着数も減少する」という仮定を踏まえた上

で、FD のみ回帰式を採用することとし、安藤の分析報告 10）による一人平均現在歯数の将来予測値

をこの式に代入し、FD の装着数の将来予測値を算出した。他方で、BR、PD_S および PD_L に関し

ては、2015 年の年齢階級別（5歳区分）での義歯装着数のデータに、将来推計人口を乗じた。 

図 5は、これらの方法によって得られた、各種義歯の装着数の将来予測値である。BRは 2020 年

で、PD_S は 2025 年で、PD_L は 2030 年でそれぞれピークとなり、以降、漸減傾向を示していた。

FDに関しては、減少傾向を示していた。これらの義歯装着数全体としては、2015年には 693,916
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装置であったのが、2020年には 699,820装置、2025年では 694,061装置と、ほぼ横ばい傾向であ

るが、2030 年以降は漸減傾向に転じていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 一人平均現在歯数と義歯装着数（FD）との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 各義歯装着数の将来推計 

 

３．就業歯科技工士数の将来推計 

 表 1は、2000 年、2002年および 2004 年の年齢階級別の就業歯科技工士数を、それぞれ 2010年、

2012 年および 2014 年での 10 歳上の階級の数値と比べ、前者の数値を 100 として 10 年後の継続

就業率を示したものである。 

また、表 2 は、前記により得られた 3 組の年齢階級別での平均値を算出し、その数値を乗じた

ものである。なお、方法で記したように、29 歳以下の数値については、2014 年と同数を使用し、

60～64 歳については 30%、65歳以上は 10%を乗じて算出した。この結果、2024 年の就業歯科技工

士数は全体では、28,153 人となり、2014 年の 34,495 人と比べると、6,342 人の減少が見込まれ

た。 

一
月
あ
た
り
の
装
着
数 

1人平均現在歯数 
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表 1 若い調査年の就業数を 100 とした場合の 10 年後の継続就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 2024年における就業歯科技工士数の推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6は、参考値として、就業歯科技工士の一人平均義歯作製数を示したものである。2024年で

の一人平均義歯作製数は、BR、PD_S および PD_L に関しては増加しており、FD では減少傾向を示

していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 就業歯科技工士一人あたりが作製する義歯数 

2000年 2002年 2004年

　→2010年 　→2012年 　→2014年

当初年齢 10年後年齢

25歳未満 95.8 94.8 110.6 30～34

25～29歳 82.3 84.0 86.2 35～39

30～34 87.2 88.2 94.2 40～44

35～39 88.3 90.8 92.1 45～49

40～44 84.9 86.9 92.5 50～54

45～49 82.2 82.0 86.7 55～59

50～54 72.5 75.8 78.3 60～64

55歳以上 51.0 50.8 54.2 65歳以上

25歳未満 1,669

25～29歳 2,584

25歳未満 1,669 30～34 1,676

25～29歳 2,584 35～39 2,175

30～34 2,758 40～44 2,478

35～39 3,557 45～49 3,215

40～44 4,036 50～54 3,556

45～49 3,823 55～59 3,198

50～54 5,042 60～64 3,809

55～59 4,912 65～69 2,555

60～64 3,134 70～74 940

65歳以上 2,980 75歳以上 298

総数 34,495 28,153

2024年（推計値）2014年（実績値）
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Ｄ．考察 

１．過去 11年間における義歯装着数の推移について 

本研究では、義歯の装着数の推移を把握する観点から、社会医療診療行為別調査/統計を用いて、

2005年から 2015 年までの 11年間における各種義歯の装着数の推移について分析を行った。その

結果、義歯の装着数は全体として、いずれも減少しているものの、2009～2011年頃を起点とした

場合の 2015 年までの推移をみると、BRと PD_S に関しては、増加傾向を示し、PD_L では漸増傾向

に、FDに関しては漸減傾向にあった（図 1）。また、高齢者人口の増加の影響を除外して分析する

ために、人口千対での各義歯の装着数に関して 65 歳以上に限りみた場合、FD に関しては漸減傾

向にあるものの、その他の義歯では横ばい傾向を示していた（図 3-A～D）。とりわけ今回の結果で

は、PD_Sでの 2011 年からの増加傾向が顕著に認められたが、この理由として、高齢者人口の増加

に加え、高齢者の現在歯数の増加等による影響も加わり、FD のニーズが PD_S 等にシフトしたこ

となども考えられる。 

他方で、社会医療診療行為別調査/統計は医療保険制度の下での歯科診療行為等の動態をみるう

えでは有用な公表データではあるが、今回の結果の解釈においては、ここ最近の調査客体の変化

に鑑みて留意が必要な点がある。社会医療診療行為別調査/統計 8)では、6 月審査分の診療報酬明

細書に関して、2014 年までの社会医療診療行為別調査においては抽出調査として実施しており、

2015 年からは社会医療診療行為別統計として NDB に蓄積されたもの全てを集計対象としている。

2014年までの抽出調査においては、歯科診療所に関しては、第一次抽出単位を保険医療機関、第

二次抽出単位を診療報酬明細書としており、その抽出率は、2010 年までは第一次抽出率が 1/100、

第二次抽出率が 1/10 であるが、2011 年から第一次抽出率が 1/45 となり、その後も、2012 年は

1/25、2013 年は 1/22、2014 年は 1/14 と徐々に抽出率が高まった経緯がある（第二次抽出率は

1/10 のままで変化なし）。また、2015 年からは NDB の全データを用いており、その対象施設数は

59,340 施設となっている。実際に、今回の結果においても 2011 年前後を区切りとして数値に変

動が生じているようにも見受けられ、こうした抽出率の変化等の影響の可能性を完全に否定でき

るものではない。 

また、今回の研究においては、社会医療診療行為別調査/統計を用いていることから、その対象

が医療保険制度における歯科診療行為に限られており、保険適用外の義歯やインプラント補綴等

の装着の動態は把握することができない。とりわけインプラント補綴に関しては、医療施設静態

調査の報告 14）によれば、インプラント治療を実施している施設数は2005年では14,646施設（21.9%）

であったのが、2014 年では 24,438施設（35.6%）と大きく増加している。その一方で、2011年の

歯科疾患実態調査の報告においては、インプラントが入っていると回答した 65歳以上の者は 3.1%

であったが、ブリッジは 44.7%、部分床義歯は 43.0%、総義歯は 26.0%であった。こうした状況か

ら、従来であれば医療保険制度における義歯で対応可能なケースにおいて、インプラント補綴に

より治療を行っている者の割合はそれほど多くないとは考えられるが、その影響の程度を正確に

把握することは困難である。 
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２．義歯装着数の将来推計について 

義歯装着数の将来推計を行ったところ、義歯数全体では、2025 年まではほぼ横ばいであるが、

2030 年以降は人口減少による影響に伴い漸減傾向を示していた。とりわけ FD に関しては、2015

年を起点とすると、今後は減少傾向を示すことが予測された。 

今回の義歯装着数の将来推計にあたり、「一人平均現在歯数が増加することにより、義歯の装着

数も減少する」という仮定のもと FD のみ回帰式を採用することとし、他の義歯については将来推

計人口を乗じることにより推計値を算出している。特に FDに関しては、本来であれば一人平均現

在歯数との関係を分析するよりも、寧ろ無歯顎者割合等との関係を分析した方が妥当であると考

える。しかし、口腔状況の将来予測に関する過去の報告 10）において、一人平均現在歯数の推計が

詳密に行われていることから、今回の方法を採用した。実際に、本研究での過去 11年間の義歯装

着数の推移から、人口千対での義歯数は、BR、PD_S、PD_Lについては横ばい傾向を示している一

方で、FDに関しては減少傾向にあった。このため、もし今回の義歯装着数の傾向がこのまま継続

すると仮定した場合には、人口構造の影響を加味すると、特に BR や PD_S では将来的にそのニー

ズが維持される可能性がある一方で、FD に関しては減少傾向に転じることは容易に推察できる。

したがって、こうした過去の推移を踏まえても、今回の方法は非常に簡易な手法ではあるものの、

大きく逸脱した結果が得られたものでは無いと考えている。 

なお、社会医療診療行為別調査/統計は前述のとおり、2015 年の社会医療診療行為別統計から

NDB の全データの情報を使用しており、歯科診療行為分では、59,340施設 16,542,579件のレセプ

トを対象としている。2015年 4月時点での歯科診療行為分における電子レセプト請求の電子化普

及状況は 83.2%となっており 15）、レセプト請求の電子化への移行に伴い、この割合は今後も増加

していくと考えられる。このため、将来的には全ての歯科診療行為のデータがカバーされ、数値

が安定することにより、より正確な分析が可能となることが期待できる。 

 

３．歯科技工士の供給推計 

 2024 年における就業歯科技工士数を推計したところ 28,153 人と予測されたことから、直近値

である 2014 年時点から約 6 千人の減少が見込まれることになる。2011 年に分析された青山らの

報告 11）においては、直近値として 2010 年の衛生行政報告例のデータを使用しており、この推計

からは 2010 年では就業歯科技工士数が 35,413 人であったのが、2020 年には 30,423 人となって

おり、約 5 千人の減少を予測している。今回の就業歯科技工士数の推計では、以前の青山らの分

析と比較しても、その減少数は大きく、この調査間での就業歯科技工士の継続就業率がさらに低

下していることが考えられる。 

近年の歯科技工士供給に関する課題として、歯科技工士学校養成所における定員割れやそれに

伴う廃校、若年層の就業歯科技工士数の減少等が挙げられる。平成 28年度における全国の歯科技

工士学校養成所の定員に対する入学者の充足率は 0.57であり、入学者数は 1,032人であった 16）。

また、歯科技工士学校養成所の施設数については、平成 12年時点では 72校 17）であったが、これ

が平成 28 年 4 月現在で 52 校まで減少している。さらに、こうした状況と相関するように、就業

歯科技工士数についても若年層の割合が大きく減少している。衛生行政報告例 13）によれば、たと
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えば、平成 12 年の就業歯科技工士 37,244 人が平成 26 年では 34,495 人となっているが、このう

ち 40歳未満の者の状況をみてみると、平成 12年の 18,743 人（50.3％）が、平成 26年では 10,568

人（30.6％）となっており、その減少は著しい。 

今後もこうした傾向が継続すると仮定した場合には、今回の研究における供給推計値よりも一

層減少することが考えられ、より詳細な現状把握を行っていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、社会医療診療行為別調査/統計等の政府統計データを用いて、BR、PD_S、PD_L およ

び FD の各種義歯について、2005～2015 年における装着数の推移を年齢階級別に把握するととも

に、これらの将来推計を行った。併せて、就業歯科技工士数の将来推計をした。 

この結果、人口千対での各義歯装着数に関して 65 歳以上に限りみた場合、FD に関しては漸減

傾向にあるものの、その他の義歯では横ばい傾向を示していた。また、義歯の将来推計について

は、装着数全体では、2025年までは横ばい傾向であるが、2030年から漸減傾向になることが示さ

れた。就業歯科技工士数については、2024年には 28,153 人になることが推計され、直近値である

2014年の 34,495人に比べると、約 6千人の減少が見込まれることが予測された。 

すなわち今回の結果からは、2025年頃までは新規に作製される義歯数は現在と大きく変わらな

いことが予測される一方で、就業歯科技工士数については大幅に減少する可能性が示唆された。 
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